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コーポレート・ガバナンス

　

　取締役会は、社外取締役3名を含む13名の取締
役で構成され、経営方針やその他重要事項を決定
するとともに、取締役及び執行役員の業務執行を
監督しております。

　当行は、5名の監査役のうち過半数の3名を社外
監査役とする監査役会設置会社の形態を採用して
おります。特に社外監査役2名を含む3名の常勤監
査役が、取締役会をはじめとする重要会議への出
席及び重要書類の閲覧等を通じ、業務執行状況に
ついて客観的・合理的な監査を行っており、当行の
経営に対する監督機能を十分に果たしております。

　当行では執行役員制度を導入し、重要事項の決
定及び業務執行の監督等を行う取締役と、業務を執
行する執行役員とで役割分担を明確にしております。

　

　被監査部門から独立した内部監査部門である監査
部については取締役会が直轄し、「内部監査規定」及
び年度毎に取締役会で決定する「内部監査計画」に基
づき、本部、営業店及び子会社等の内部監査を実
施しております。監査結果、指摘事項等は原則月1
回開催される内部監査委員会に報告されるとともに、
毎月取締役会に報告されており、コンプライアンス及
びリスク管理上の問題点や改善策等の検討が行われ
ております。

　当行の子会社各社は、当行のコンプライアンス
規定、各種リスク管理規定等に準じて諸規定を定め
るとともに、各社のコンプライアンスやリスク管理
を当行の管理部署が統括する体制とし、さらに、当
行の内部監査部署が各社の内部監査を実施して、
当行グループ全体の業務の適正性を確保しており
ます。

当行グループは、コーポレート・ガバナンスの強化・充実のため、以下のような体制を敷いています。

取締役・取締役会

執行役員制度

グループ管理体制

監査役・監査役会

内部監査

コーポレート・ガバナンス体制図（平成27年6月25日現在）

株主総会

取締役会

経営会議

監査役
監査役会

監査役スタッフ

監査部経営企画部
広報ＣＳＲ部
経営管理部
人材育成部
ダイバーシティ推進部
リスク管理部
コンプライアンス部

秘書室審査部
企業サポート部

営業支援部
お客様サービス部
法人営業部
地域情報部
ローン営業部
個人営業部
資産運用サポート部
市場営業部
市場業務部

事務企画部
システム部
ＩＴ戦略室
業務集中部
事務サービス部

営業本部 企画管理本部
（審査部門）（事務システム部門） （内部監査部門）



34

1. 取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合
することを確保するための体制
（1）「千葉銀行の企業倫理」や「行動指針」を定めた「コ

ンプライアンス規定」を制定し、役職員の行動指針
を明確にするとともに、具体的な手引書である「コ
ンプライアンス・マニュアル」を通じ、その徹底を
図る。

（2）市民社会の秩序や安全に脅威を与え、健全な経済・
社会の発展を妨げる反社会的勢力とは断固として対
決し、関係を遮断する。

（3）コンプライアンスに関する重要事項を審議する「コ
ンプライアンス委員会」を設置するとともに、コン
プライアンス統括部署を定める等、コンプライアン
ス体制を整備する。

（4）コンプライアンス充実のための実践計画である「コ
ンプライアンス・プログラム」を定期的に策定して、
これを実施する。

（5）取締役会は、コンプライアンスに関する重要事項の
決定を行うとともに、定期的にコンプライアンスに
関する報告を受ける。

（6）監査役及び業務執行部門から独立した内部監査部署
は、コンプライアンス体制の有効性及び適切性等、
コンプライアンスに関する監査を行う。

（7）役職員の法令違反等に関する通報を職員等から直接
受け付ける内部通報制度を整備し、制度に基づいて
通報を行った職員等に不利益な取扱いを行わないよ
うにするなど適切な運用を図る。

2. 取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関す
る体制
　取締役の職務の執行に係る情報については、法令の定
めによるほか、行内規定により議事録・稟議書等の重要
な文書等を適切かつ確実に保存・管理し、必要に応じて
閲覧可能な状態を維持する。

3. 損失の危険の管理に関する規定その他の体制
（1）「リスク管理の基本方針」及び各種リスク管理規定を

定め、各種リスクの管理部署及び当行全体のリスク
の統合管理部署を明確にする等、リスク管理体制を
整備する。

（2）取締役会は、リスク管理に関する重要事項の決定を
行うとともに、定期的にリスク管理に関する報告を
受ける。

（3）監査役及び内部監査部署は、リスク管理体制の有効
性及び適切性等、リスク管理に関する監査を行う。

（4）大規模災害、大規模システム障害等、不測の事態
を想定した危機管理計画を策定し、必要に応じて訓
練を実施する。

4. 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保する
ための体制
（1）取締役会において中期経営計画・営業施策等重要

な職務の執行を決定するとともに、その進捗等につ
いて報告を受ける。

（2）取締役会決議により定める取締役にて構成する「経
営会議」において、取締役の職務の執行に関する事
項を幅広く協議する。

（3）執行役員制度の採用により、意思決定及び取締役
の監督機能と、業務執行機能を分離し、意思決定及
び業務執行の迅速化・効率化を図る。

（4）取締役の職務の執行については、「組織規定」、「職
務権限規定」、「業務分掌規定」等において執行権限・
執行手続等を定め、効率的な業務運営を図る。

5. 当行及びその子会社から成る企業集団における業務の適
正を確保するための体制
（1）当行及びその子会社から成る企業集団（以下「当行

グループ」という。）における業務の適正を確保す
るため、当行は子会社各社（以下「各社」という。）
に対し、必要に応じて取締役及び監査役を派遣し、
一体的な管理体制を整備する。

（2）各社は、当行のコンプライアンス規定、各種リスク
管理規定等に準じて諸規定を定めるとともに、各社
のコンプライアンスやリスク管理を当行の管理部署
が統括する体制とし、さらに、当行の内部監査部署
が各社の内部監査を実施して、当行グループ全体の
業務の適正を確保する。

（3）各社の重要な業務執行にあたっては、当行へ適時・
適切に協議・報告を行う体制とするとともに、当
行と各社の役員が定期的に意見交換を行い当行グ
ループの経営課題について情報を共有化する。

（4）当行及び各社は、相互に不利益を与えないよう銀行
法の定めるアームズレングスルールを遵守する。

（5）当行及び各社は、財務報告に係る内部統制規定を
制定するとともに、内部統制統括部署を定める等、
財務報告の信頼性確保のための体制を整備する。

6. 監査役の職務を補助すべき使用人に関する事項及び当
該使用人の取締役からの独立性に関する事項
（1）監査役の指揮命令のもとで監査役の職務を補助す

べき使用人として、監査役補助者を任命する。
（2）監査役補助者は業務執行に係る役職を兼務しないこ

ととするとともに、人事異動等については、監査役
の同意を得ることとし、取締役からの独立性を確保
する。

7. 取締役及び使用人が監査役に報告をするための体制
　その他の監査役への報告に関する体制
（1）取締役は、当行に著しい損害を及ぼすおそれのある

事実を発見したときは、直ちに監査役会に報告する。
（2）前記に関わらず、監査役会は必要に応じて、取締役

及び使用人に対して報告を求めることができる。

8. その他監査役の監査が実効的に行われることを確保する
ための体制
（1）取締役会ほか重要会議への出席、内部監査部署・

会計監査人との連携等を通じ、監査役の監査の実効
性を確保する。

（2）代表取締役は監査役と定期的に意見交換を行い、
相互認識と信頼関係を維持する。

（3）監査役の職務の執行に必要な費用は、監査役の請
求に応じて当行が負担する。

以　上

　当行は、業務の適正を確保する体制（内部統制システム）の整備に係る基本方針を次のとおり取締役会
で定め、本方針に基づき、質の高い経営体制の構築に努めています。

内部統制システムの整備に係る基本方針




